
「育児ニーズ・ワークライフバランス
ハラスメントに関するアンケート調査」

結果のご報告

帝京大学女性医師・研究者支援センター

※ この結果は、2014年8月30日帝京大学男女共同参画シンポジウムにて
発表されたものです。結果の無断転載はご遠慮ください。



方法

分析対象
（現在の役職として「教授・准教授・講師・助教・助手」と回答）

• 無記名自記式の質問紙調査

• 対象：帝京大学に所属する全教員1189名
板橋病院スタッフ1235名、板橋キャンパス事務職員266名

• 時期：2014年1月〜2月

• 方法：協力依頼書、質問紙、返信用封筒を同封した封筒を大学にて配布し、
同意していただける場合には、郵送での回答を求めた。

• 有効回答数（回収率）：教員330名（27.9％）、病院499名（40.4%）、事務93人（35.0%）



回答者の性別

回答者の性別分布 参考：帝京大学教員の性別分布
（2013年5月1日現在）
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回答者の所属学部
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回答者の婚姻状態
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育児状況
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介護状況
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結果①

ワークライフバランスの希望と現実

生活の中での「仕事」「家庭」「地域・個人の生活」の優先度

※平成23年度に内閣府が行った「男女共同参画社会に関する世論調査」と

同じ質問を用い、結果を比較しました。



内閣府調査との比較（希望）
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希望と現実のギャップ
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結果のまとめと考察

• 全国調査と比較して、男女とも仕事を優先したいと希望している人が多く、現実にも仕

事を優先していた。

⇒ 女性も男性と同様に仕事に対する優先度が高い。

• ワークライフバランスの希望と現実にギャップがある人は女性のほうが多かった。

• ギャップが生まれるのは、他のことを優先したくても現実には仕事優先になっている場
合が多かった。

⇒ ワークライフバランスの希望をかなえられるような取組みが必要。

• 全国調査と比較して、男女の役割意識が平等な人が多かった。

• 男性と女性を比較すると、女性の方が男女の役割意識が平等。

⇒ 男女の意識の差を埋める必要がある。



自由回答より

• ワークライフバランスは子育てをする女性にだけあるものではないと
思う。ワークライフバランスがすべての人に平等に適応される社会に
なるとよいと思う。（40代女性）

•男女共同参画に関する基本的な考え方として、スーパーウーマンが
どうやって仕事と家庭を両立させるかではなく普通の女性がどうやっ
たら仕事と家庭を両立させることができるかを考えるべきである。
（40代男性）



結果②

女性の就労とライフイベント

① 育児期の休業・ 仕事減

② ライフイベントと仕事時間



育児のための休業・仕事減
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育児のための休業・仕事減：理由

（休職したり、仕事の量を減らした人に）それはなぜですか。（複数回答）
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育児のための休業・仕事減：子どもがいない人の希望
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結果のまとめと考察

• 子どもが小さいときに休職をしたり、仕事の量を減らした理由は、子どものため、自分
のためが多く、保育園の事情や職場の事情によるものは少なかった。

• しかし、子どもが小さいときに休業、仕事の量を減らしたことによってキャリアに妨げが
あったと考えている人は女性では６割以上だった。

⇒ 自分の選択で休業するものの、キャリアには妨げになる場合もある。

⇒ 女性のスムーズな復職のための支援が必要。

• 子どもがいない人は、子どもができたら仕事の量を減らしながらの就労継続を希望。

⇒ 育児休業だけでなく、仕事の量を調整しながらの両立支援が望まれる。



ライフイベントと仕事時間
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ライフイベントと合計労働時間
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結果のまとめと考察

• 女性と男性では仕事時間にあまり違いがないが、女性は男性に比べて家庭労働の時
間が１〜２時間以上長い。

⇒ 女性の負担が大きい。研究・教育活動に対するハンデとなり得る。

• ６歳未満の子どもがいる場合、女性の仕事時間の減少、男性の家事時間増加。

⇒ 未就学児がいる期間は、男性教員も家事・育児参加をしている。

⇒ 女性は仕事時間が減少するため、その後のキャリアの妨げになる場合も。

• 子どもが７歳以上になると男性の家事時間は減少するが、女性の家事時間は減少せ
ず、むしろ増加。

⇒ 子どもが小学校に上がった以降も育児支援が求められる。



自由回答より

•現在子どもを保育園に入れていますが、小学校に入学してからのほ
うがむしろ、仕事と育児の両立を行うことについて不安です。特に小
学校１年生、２年生の下校時間は早く、どのようにすべきかというこ
とを今から考えています。（30代女性）

•両親が健在であるが故現在の仕事の質と量を維持できているが、
介護が必要となった場合とたんに支障を来たす。女性に限らず配偶
者のいない男性教職員は、家計と介護を１人で支えなければならな
いので、子育て支援だけでなく介護支援もあると大変有難い。（40代
女性）



結果③

ハラスメントと仕事への満足度
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被害後の相談相手（複数回答）
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職場環境と仕事内容への満足度
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結果のまとめと考察

• ハラスメントの被害を受けた人はバーンアウト傾向が高くなる。

• 被害にあった場合、同性の上司・同僚に相談する人が多いが、男性には誰にも
相談できない人が多い。

⇒ 女性の少ない学部や男性の被害者は、相談相手が見つからない可能性も。

⇒ 相談できる場の提供が望まれる。

• 職場環境、仕事内容への満足度はおおむね高いが、男女で比較すると、男性の
ほうが満足している。

⇒ 女性の職場環境、仕事内容への満足度をより高める取り組みが望まれる。



自由回答より

•上司以外に、ハラスメントについて気軽に相談できる窓口がほしい。
（30代女性）

•同じキャンパス内の相談機関に相談したり、処理することは難しい
ので、誰でも相談できる相談窓口を設けてほしい。相談だけでもでき
れば、何かあったときに心強い。（50代女性）

•今の職場が同僚との協働という要素が少なく、個々に分担（分離）さ
れている要素が強いと感じた。（50代男性）

• 「頑張る人が認められる職場」成長する職場に変化していると思う。
（40代男性）



アンケートから見えてきた課題と

帝京大学の取組み・支援



課題１：就労継続をしながらの出産・育児支援

事業所内保育室 〔板橋キャンパスver〕

• 定員： ０歳児を含む20名

• 利用対象者：板橋キャンパスに勤務する女性教職員（常勤）

• 基本保育利用時間：月～土 7:30AM～6:00PM

※ 時間外保育制度あり

• 小学校就学前児童まで利用可能

病児・病後児保育

• 板橋区委託事業

• 定員：6名

• 配置：看護師1名＋保育士3名

• 時間：月～金 8:00AM～6:00PM

今年度より増員（１５→２０人）

今年度より利用者枠の拡大



課題２：未就学児はもちろん、７歳以上の子どもがいる研究者に対して

の支援

研究支援員制度

出産、育児、介護により、研究時間の確保が困難となった女性研究者に対して、研
究のお手伝いをする研究支援員を配置し、研究活動が継続できるよう支援する

昨年度実績：13名の研究者に対して、研究支援員を計22名配置

医学部：３ 医療技術学部：４ 薬学部：１ 教育学部：１ 文学部：２

公衆衛生学研究科：２

保育支援制度

病児・病後児など、急な保育所利用のための経済的補助

昨年度実績：時間外保育９回、休日保育３回

子どもの

小学校卒業
まで利用でき
ます。

配偶者が研究者の場合、男性も利用できます。



課題３：育児による休業がキャリアの妨げにならないようなキャリア計画と

スムーズな復職体制

卒前のキャリアセミナー、キャリア教育

大学を卒業する前から、研究者と女性のライフイベン
トを両立するための心構えや準備について自分なり
に考え戦略を立てる実習

復職支援、復帰支援

がんプロフェッショナル養成基盤推進プランとの連携

放射線腫瘍科への転科プログラム

研究支援員や共同研究を通しての研究復帰支援



課題４：ハラスメントやキャリアに対する
相談場所の提供

⇒ 女性医師・研究者支援センターでの相談受付け

facebookを利用したネットワークの構築

⇒ ジャーナルクラブ（第2、第4木曜に実施）
研究セミナー
メンター制度
科研費取得セミナー

課題５：女性研究者の仕事への満足度の向上



医
局
受
付

女性セ
ンター

ご相談等は、女性医師・研究者支援センターまでお越しください

開室日時：月～金 9時～17時
※セキュリティの関係上、お越しの際はご連絡ください

６階医局内

http://www.facebook.com/photo.php?fbid=151364358369015&set=a.145387938966657.1073741827.145101135662004&type=1&relevant_count=1&ref=nf
http://www.facebook.com/photo.php?fbid=151364358369015&set=a.145387938966657.1073741827.145101135662004&type=1&relevant_count=1&ref=nf


世界経済フォーラム
によるジェンダー
ギャップ指数（2014）

日本は136カ国中
105番目

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1
総合スコア

経済活動の参

加と機会

教育健康と生存

政治への関与

日本（105位） アメリカ（23位） アイスランド（1位）

給与、参加レベル、
専門職での雇用

参考資料：日本の女性の社会進出

（World Economic Forum, The Global Gender Gap Report 2013）



参考資料：大学教員に占める女性割合の国際比較

男女共同参画白書
平成23年版より
（内閣府男女共同参画局）

諸外国と比較しても
非常に少ない



日本の大学教員の女性比率に関する分析（文部科学技術政策研究所 第1調査研究グループ，2012）
2007年度学校教員統計調査のデータより
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81.8

88.9

95.5

92.9
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助手（5,850）

助教（32,776）

講師（20,221）

准教授（39,926）

教授（67,922）

副学長 （617）

学長 （659）

女 男

上位職になると女性研究
者比率は低くなる

（％）

参考資料：職階別女性教員割合



大学教員の離職率（定年以外）： 女性 6.6％ ・ 男性 4.4％ ⇒ 女性のほうが高い

（文部科学省，2007）

参考資料：女性研究者の離職

離職理由

• 仕事と家庭の両立の影響 （男女共同参学協会連絡会，2008）

• 女性教員は男性教員よりも仕事に対する不満度が高く、男性の1.6倍（大本，2011）

⇒ 職場への不満足がライフイベントをきっかけにして離職につながる
（日本の大学教員の女性比率に関する分析，文部科学技術政策研究所 第1調査研究グループ，2012）

⇒ 女性研究者の離職を防ぐには・・・

家庭との両立支援 ＋ 仕事の魅力 ＋ 快適な職場環境の構築



出産・子育て・介護中の女性医師・研究者の支援

• 敷地内保育所、病児・病後児保育

• 研究支援員の配置

• 保育支援制度

研究者の能力育成

• ジャーナルクラブ、研究セミナー

• 男女共同参画シンポジウム、科研費取得セミナー

• メンター制度

働きやすい職場環境のための実態把握と分析

• 育児ニーズ・ワークライフバランス・ハラスメントに関するアンケート調査

• 女性医師の働きやすい職場環境尺度の開発

参考資料：帝京大学の取り組み


